
令和5年度香)11県流域下水道事業会計補正予算実施計画 

資本的収入及び支出

収 入

款 項 g 補正前の額 補 正 額 計 備 考

1 資本的収入
千円

771,600
千円

127,000
千円

898,600
千円

1 企 業 債 186,500 28,300 214,800

1 企 業 債 186,500 28,300 214,800 建設改良費充当分の増による補正

2 国庫補助金 369,166 70,166 439,332

1 国庫補助金 369,166 70,166 439,332 建設改良費充当分の増による補正

3 建設負担金 202,177 28,417 230,594

1 建設負担金 202,177 28,417 230,594 建設改良費充当分の増による補正

4 他会計補助金 13,757 117 13,874

1 他会計補助金 13,757 117 13,874 建設改良費充当分の増による補正
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支 出

款 項 困 補正前の額 補 正 額 計 備 考

1 資本的支出
千円

1,004,275
千円

127,000
千円

1,131,275
千円

1 建設改良費 771,600 127,000 898,600

, 管渠、ポンプ場及び
1 処理場建設改良費 771,600 127,000 898,600 認証額の決定に伴う補正



令和5年度香)11県流域下水道事業会計予定キャッシュ•フロー計算書

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

(単位千円)

1 業 務 活 動 による キ ヤ ッシ ユ • フ ロ 一

当 年 度 純 利 益 △ 9,076

減 価 償 却 費 1,170,114

退 職 給 付 引 当 金 'の 増 減 額 2,305

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 787

法 定 福 利 費 引 当 金 の 増 減 額 △ 50

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 944,621

支 払 利 息 及 び 企 業債 取 扱 諸 費 34,824

未 収 金 の 増 減 額 116,925

未 払 金 の 増 減 額 △ 28,475

前 受 金 の 増 減 額 △ 76,108

小 計 265,051

利 息 及び 企 業 債 取 扱諸 費 の 支 払 額 △ 34,824

業 務 活動 に 上 るキ ヤ ッ シ ユ • フ n 230,227

2 投 資 活 動 による キ ヤ ッシ ユ • フ ロ

有 形 固 定 資産の 取得 1に 上 る 支 出 △1,529,718

国 庫 補 助 金 に i る 収 入 803,189

一 般 会計 か ら の 補 助金 に 上 る 収 入 14,059

市 町 から の 建 設 負 担金 に 上 る 収 入 303,152

投 資 活動 に 上 るキ ヤツ シ ユ • フ ロ 一 △ 409,318
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3 財務活動によるキャッシュ•フロー

建設改良費等に充てるための企業債による収入 350,800

建設改良費等に充てるための企業債の償還による支出 △ 231,462

財 務 活 動 に 上る. キ ヤ ツ シ ュ •フ ロ ー 119,338

資 金 増 加 額 △ 59,753

資 金 期 首 残 高 93,402

資 金 期 末 残 高 33,649



令和5年度香)11県流域下水道事業会計予定貸借対照表
(令和6年3月31日現在)

(単位千円)

資 産 の 部
1 固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 8,202,151

n 建 物 4,123,964

建 物 減 価 償 却 累計 額 △ 637,256 3,486,708
ノ、 構 築 物 15,332,321

構 築 物 減 価償 却 累計 額 △ 2,416,901 12,915,420
二 機 械 及 び 装 置 6,735,666

機 械及び 装置減価償 却累計 額 △1,784,080 4,951,586

ホ 車 両 運 搬 具 77

車 両 運搬 具 減価 償却累計 額 〇 77
へ ェ 具 、 器 具 及 び備 品 14,805

工具、 器具及び備品減価償却累計額 △ 8,890 5,915

b 建 設 仮 勘 定 288,741

有 形 固 定 資 産 厶 計 29,850,598

⑵ 形 固 定 資 産

イ 地 上 権 719

n ソ フ b ウ ェ ア 9,840

形 固 定 資 産 厶 計 10,559

固 定 資 産 合 計 29,861,157

2 流 動 資 産

⑴ 現 金 預 金 33,649

⑵ 未 収 金 1,241
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流 動 資 

資 産

産 合 

合

計

計

34,890

29,896,047

3 固 定 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良費等に充てるための企業債

企 業 債 合 計

⑵ 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良費等に充てるための企業債

企 業 債 合 計

⑵ 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

⑶ そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金

長 期前受 金収益 化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負 債 の 部

2,838,960

9,211

224,597

635

267

2,838,960

9,211

224,597

902

1,000

21,257,778

△ 3,952,765

2,848,171

226,499

17,305,013

20,379,683



資 本 の 部
6

7

資

剰

本

余

金

金

2,971,788

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 4,285,040

ロ 建 設 負 担 金 1,745,508

ノヽ 他 会 計 補 助 金 267,321

二 受 贈 財 産 評 価 額 249,884

資 本 剰 余 金 合 計 6,547,753

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当 年度未処分 利益剰余 金 △ 3,177

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,177

剰 余 金 合 計 6,544,576

資 本 合 計 9,516,364

負 債 資 本 合 計 29,896,047
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令和4年度香川県流域下水道事業会計損益計算書

(令和4年4月1Hから令和5年3月31日まで)

1営 業 収 益

(1)維 持 管 理 負 担 金 656,737

⑵受 託 エ 事 収 益 〇

(3)そ の 他 営 業 収 益 441 657,178

2 営 業 費 用

(1)管渠、ポンプ場及 び 処理場費 670,857

⑵総 係 費 7,595

(3)減 価 償 却 費 1,142,705

⑷資 産 減 耗 費 1,234 1,822,391

営 業 損 失 1,165,213

3 営 業 外 収 益

(1)他 会 計 補 助 金 274,698

(2)長 期 前 受 金 戻 入 924,075

(3) 雑 収 益 23 1,198,796

4 営 業 外 費 用

⑴.支払利息及び企業債取扱諸費 38,480

(2) 雑 損 失 7,204 45,684 1,153,112

経 常 損 失 12,101

当 年 度 純 損 失 12,101

前年 度繰越 利 益 剰余 金 18,000

当年 度未処分利 益 剰余 金 5,899



令和4年度香/11県流域下水道事業会計貸借対照表
(令和5年3月31日現在)

(単位千円)

資 産 の 部
1 固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 8,202,151
ロ 建 物 3,892,218

建 物 減 価 償 却 累計 額 △ 474,274 3,417,944
ノ、 構 築 物 15,322,828

構 築 物 減 価償 却 累計 額 △1,806,063 13,516,765

二 機 械 及 び 装 置 5,228,021

機 械及び 装置減価償 却累計 額 △1,398,320 3,829,701

ホ 革 両 運 搬 具 77

車 両 運搬 具 減価 償却累計 額 〇 77
へ 具 器 具 及 び備 品 13,594

工具、 器具及び備品減価償却累計額 △ 9,071 4,523

卜 建 設 仮 勘 定 509,118
有 形 固 定 資 産 合 計 29480,279

⑵ 形 固 定 資 産

イ 地 上 権 719
ロ ソ フ b ウ ェ ア 19,681

無 形 固 定 資 産 厶 計 20,400

固 定 資 産 合 計 29,500,679
2 流 動 資 産

⑴ 現 金 預 金 93,402

⑵ 未 収 金 118,165
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流 動 資 

資 産

産 合 計

合 計

211,567

29,712,246

3 固 定 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良費等に充てるための企業債

企 業 債 合 計

⑵ 引 当 金

ィ 退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良費等に充てるための企業債

企 業 債 合 計

⑵ 未 払 金

⑶ 冃U 受 金

⑷ 引 当 金

ィ賞 与 引 当 金

ロ .法 定 fe 利. 費 引 当 金

引 当 金 合 計

⑸ そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金

長期 前受金 収益 化累計額

負 債 の 部

2,673,881

6,906

269,463

1,422

317

2,673,881

6,906

269,463

28,476

76,107

1,739

1,000

20,137,378

△ 3,008,145

2,680,787

376,785



繰 延 収 益 合 計 17,129,233
負 債 合 計 20,186,805

資 本 の 部
6 資 本 金 2,971,788
7 剰 余 金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 4,285,040
ロ 建 設 負 担 金 1,745,509
ハ 他 会 計 補 助 金 267,321

二 受 贈 財 産 評 価 額 249,884

資 本 剰 余 金 合 計 6,547,754

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当 年度未処分利益剰余 金 5,899

利 益 剰 余 金 厶 計 5,899

剰 余 金 合 計 6,553,653
資 本 合 計 9,525,441
負 債 資 本 厶 計 29,712,246
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注記

I重要な会計方針

1固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

ア減価償却の方法 定額法

イ主な耐用年数

建物 8〜50年

構築物 4〇〜50年

機械及び装置 + 6〜20年

車両運搬具 6〜7年
工具、器具及び備品 2〜15年

(2)無形固定資産

ア減価償却の方法 定額法

ィ主な耐用年数

ソフトウェア 5年

2引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額のうち、一般会計が負担すると見込まれる金額を除く額を計上 

している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

3消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、特定収入をもって賄われた収益的支出に係る控除対象外消費税等については、当年度の 

費用として処理している。また、特定収入をもって賄われた資本的支出に係る控除対象外消費税等は、特定収入と相殺している。

n予定キャッシュ•フロー計算書等関連

該当事項なし



瓜予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額 

は1,979,017千円である。

IVセグメント情報の開示

1報告セグメントの概要

香川県流域下水道事業会計は、「大束川処理区」及び「金倉川処理区Jの2処理区を運営しており、各処理区で運営方針を決定していることから、これらの処理区 

を報告セグメントとしている。

2報告セグメントごとの営業収益等

本年度(自 令和5年4月1日 至 令和6年3月310)

(単位千円)

V減損損失

該当事項なし

区 分 大束川処理区 金倉川処理区 合計

営業収益 585,103 374,603 959,706
営業費用 1,273,986 774,554 2,048,540
営業損益 △ 688,883 △ 399,951 △1,088,834
経常損益 △ 961 △ 8,115 △ 9,076
セグメント資産 14,383,114 15,512,933 29,896,047
セグメント負債 11,736,170 8,643,513 20,379,683
その他の項目

一般会計補助金

減価償却費

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

121,455

736,197

△ 71,360

62,380

433,917

431,838

183,835

1,170,114

360,478

VIリース契約により使用する固定資産 

該当事項なし

vn重要な後発事象

該当事項なし
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vmその他の注記

賞与引当金の取崩し

当年度において、期末手当及び勤勉手当として4,758,000円を支給するため、賞与引当金1,579,000円を使用する。

法定福利費引当金の取崩し

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費とし-C1,070,000円を支出するため、法定福利費引当金352,000円を使用する。


